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 資料（1）保育所法要綱案（1946.5.17　続. p. 351） 
 第一　この法律は，保育所を整備して乳幼児（国民学校就学の始期に達するまでの者を言ふ―
以下同様とする）を保育し，よってその養育者の勤労の権利を保障することを目的とすること。 
























として，同委員会から徹底的に批判された  10） 。 





 資料（5）児童保護法仮案（厚生省社会局援護課　1946.11.4　上. p. 524） 
 第八条　　　前出（4）の第十六に同じ 
 資料（6）児童保護法案要綱案（1946.11.26　続. p. 81） 
 第五十二　　保育所長は，第五十一により入所せしめた乳幼児に対し，命令の定めるところに
より，その心身の保護育成に 努め，家庭におけるその保育を補ふこと。 










 資料（8）児童福祉法要綱案（1947.1.2　続. p. 87） 
 第三十二　　保育所は委託を受けた乳児又は幼児の心身を保護育成し，その乳児又は幼児の保
護者の保育の負担を補うこと。 
 資料（9）児童福祉法要綱案（1947.1.6　上. p. 541） 
 第二十九　　保育所は，委託を受けた児童の心身を保護育成し，その保護者の保育の負担を補
うこと。 
 資料（10）児童福祉法要綱案（1946.1.8　下. p. 818） 
 第二十九　　前出（9）の第二十九に同じ 
 資料（11）児童福祉法要綱案（1947.1.11　続. p. 97）児童対策小委員会方向に添付 
 第三十　　　前出（9）の第二十九に同じ 














 資料（15）児童福祉法案（1947.7.4　法制局への提出案　続p. 116.） 
 第三十八条　保育所は保護者の委託を受けて，主として昼間，その乳児又は幼児を保育する施
設とする。 











 資料（18）児童福祉法案訂正増補（1947.8.11　上. p. 590. p. 592） 
 第二十三条　前出（17）の第二十一条に同じ 
 第三十七条　前出（16）の第三十六条に同じ 












































 予想答弁資料　第三輯（1947.8　日付不明　上. p. 886） 










歩み』pp. 316 ― 317） 





























































































  （以下，略） 　
 第二， 施設の規模（略） 
 第三， 設置場所（略） 
 第四， 建物の構造と設備（略） 
 第五， 職員（略） 






























 （下. pp. 685 ― 690） 
 （設備） 第49条（略） 
 （設備の基準） 第50条～第51条（略） 
 （備える医療品） 第52条（略） 
 （職員） 第53条（略） 
 （保育時間） 第54条（略） 















 （保護者との連絡） 第56条（略） 
 （備える帳簿） 第57条（略） 
 （15人未満を入所させる保育所）　第58条（略） 









































































































 4．保育の内容 （1）乳児の保育　（2）幼児の保育　（3）学童の指導　（4）家庭の指導 
 5．職　員 （1）所長　（2）保母　（3）その他の職員 
 6．保育所の設備  （1）地域と場所の設置条件　（2）施設の規模設計　（3）建物の構造，
必要な部屋と設備 　 （4）具体的な設備の使い方　（5）備品 
 7．保育所運営に関する問題  （1）運営上の事務取扱要領　（2）経費　（3）理事会又は経営委員会　
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